
注：◎は新規施策分
○は大幅増額分
（　　　）は累計額

単位：千円

１２，１２２，８６０

１　防災・減災対策 ６，６２４，５７９
〔債務負担行為限度額　４７７，０００〕

１ 農地防災事業費（農林水産部　農地整備課） １８７，９０３

地すべり対策事業費 10,740千円
国木・牛名地区（八幡浜市）排水路工

（国50/100　県50/100）
農業水利施設防災対策事業費 52,500千円

渕田地区（宇和島市）頭首工
（国55/100　他8/100　県37/100）

中山間地域総合農地防災事業費 124,663千円
正岡地区（松山市）ため池工　など　6か所

（国55/100　他17.5/100　県27.5/100）

２ 治山費（農林水産部　森林整備課） １５７，５００

山地防災治山事業費
湧水（東温市）谷止工　など　3か所

（国50/100　県50/100）

３ 漁港建設費（農林水産部　漁港課） ２１，０００

広域漁港整備事業費
佐田岬漁港（伊方町）消波ブロック工

県営 （国50/100　県50/100）

４ 地域高規格道路大洲・八幡浜自動車道整備事業費（土木部　道路建設課）
２００，０００

施工箇所 国道197号大洲・八幡浜自動車道
八幡浜道路 (八幡浜市郷 ～大平）

事業内容 八幡浜道路 ： 水路工　など
負担区分 国5.5/10　県4.5/10

５ 道路橋りょう新設改良費（土木部　道路建設課・道路維持課）
２，４９０，６７４

道路改築事業費 1,329,780千円
内子河辺野村線（大洲市）道路改良　など　25か所

（国6/10　県4/10）
災害防除事業費 1,160,894千円

国道319号（四国中央市）落石防護網工　など　34か所
（国6/10・5/10　県4/10・5/10）

平成２７年度２月補正予算について
（国補正対応分）

(2,545,653)

(2,142,518)

(1,571,592)

(1,287,683)

(15,210,593)

1



６ ○ 河川改良費（土木部　河川課） ６６９，４７３

河川改修費
肱川（大洲市）築堤工　など　7か所

（国1/2　県1/2）

７ 海岸保全費（土木部　港湾海岸課） ４４，２０９

海岸保全施設整備事業費
宮浦港海岸（今治市）陸こう改修、中島港海岸（松山市）陸こう改修

（国1/2　県1/2）

８ 砂防費（土木部　砂防課） ２４７，３６８

地すべり対策事業費 131,579千円
本村地区（大洲市）横ボーリング工　など　4か所

（国1/2　県1/2）
急傾斜地崩壊対策事業費 115,789千円

丸の内地区（宇和島市）擁壁工　など　3か所
（国45/100　他1.8/100　県53.2/100）

９ ○ 土砂災害防止法関連基礎調査事業費（土木部　砂防課） ３１５，７８９

調査数 1,957か所
（国1/3　県2/3）

１０ 港湾建設費（土木部　港湾海岸課） ５２，６３１

港湾整備事業費
東予港（西条市）防波堤

（国2/5　他1/5　県2/5）

１１ ○ 国体関連総合運動公園北部整備事業費（土木部　都市整備課）
７３，６８４

事業内容 遊歩道、休憩施設の整備　など
負担区分 国50/100　市町8/100　県42/100

１２ 県営住宅管理費（土木部　建築住宅課） １３，１１０

既設エレベーターの改修

１３ 直轄道路事業費負担金（土木部　道路建設課） ２２６，９００

国直轄道路事業（今治道路及び津島道路）の道路整備に対する県負担金
県負担率 県2.51/10・0.86/3

１４ ○ 直轄河川事業費負担金（土木部　河川課） １７２，２８６

国直轄河川改修事業（肱川及び重信川）の侵食対策等に対する県負担金
県負担率 県0.86/3

(1,006,698)

(914,850)

(105,262)

(502,234)

(5,353,656)

(605,499)

(4,953,933)

(2,134,553)

(1,633,665)
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１５ 直轄砂防事業費負担金（土木部　砂防課） ８，６００

国直轄砂防事業（重信川）の崩壊土砂流出防止対策工に対する県負担金
県負担率 県0.86/3

１６ ○ 直轄港湾海岸事業費負担金（土木部　港湾海岸課） ８２３，０００

国直轄港湾海岸事業（東予港中央地区）の浚渫工に対する県負担金
県負担率 県1,646/6,000

１７ ○ 屋内退避施設放射線防護対策強化費（県民環境部　原子力安全対策課）
９２０，４５２

伊方原子力発電所周辺に所在する要支援者等の一時避難所として活用可能な施設に放射線
防護機能を付加するとともに、必要な資機材等を整備する。

避難所として活用する施設への放射線防護対策
対象 公共施設　など
内容 空気浄化フィルター等による放射性物質の侵入を防止する機能等放射線

防護機能の付加工事
個人線量計等の資機材や備蓄食料の整備

代替オフサイトセンターへの非常用発電機の設置
負担区分 国10/10

〔ゼロ国債〕

１８ 農地防災事業費（農林水産部　農地整備課） 〔債務負担行為限度額　２９６，０００〕

地すべり対策事業費 （226,000千円）
長谷3期地区（大洲市）排水路工　など　10か所

（国50/100　県50/100）
ため池等整備事業費 （10,000千円）

茨谷下地区（松山市）堤体工
（国50/100　他25/100　県25/100）

中山間地域総合農地防災事業費 （60,000千円）
客地区（松山市）ため池工、本谷地区（松山市）ため池工

（国55/100　他17.5/100　県27.5/100）

〔ゼロ国債〕

１９ 治山費（農林水産部　森林整備課） 〔債務負担行為限度額　１８１，０００〕

山地防災治山事業費
面谷（内子町）アンカー工　など　3か所

（国50/100　県50/100）

(86,503)

(1,350,831)
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２　少子高齢化対策 ３，６４８，５２７

２０ ○ 介護福祉士等修学資金貸付事業費（保健福祉部　保健福祉課）
３５２，３５０

介護福祉士養成施設の入学者に対する修学資金の貸付等を行い、人材の介護分野
への参入を促進するため、貸付事業実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
修学資金貸付金

対象者 介護福祉士養成施設に在学し、将来県内で介護福祉士として
業務に従事しようとする者

貸付額 月額5万円、入学準備金20万円（初回）、就職準備金20万円（最終回）
生活費加算月額4万2千円（入学者が生活保護世帯の子どもの場合）
国家試験受験対策費用4万円

返還免除 原則、卒業後1年以内に介護福祉士の登録をし、県内で介護の業務に
5年間従事した者

実施期間 養成施設に在学する期間
再就職準備金

対象者 離職した介護職員のうち1年以上の経験を有する者で、介護職員として
再就職する者

貸付額 上限20万円
返還免除 原則、一定期間内に県内で介護の業務に2年間従事した者

負担区分 国9/10　県1/10

２１ ◎ ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業費（保健福祉部　子育て支援課）
１４１，８４０

高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学するひとり親家庭の親に対して入学準備
金等の貸付を行い、資格取得を促進するため、貸付事業実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
対象者 ひとり親家庭の親であり、高等職業訓練促進給付金の支給対象者
貸付額 入学準備金50万円以内、就職準備金20万円以内
返還免除 原則、卒業後1年以内に資格を活かして就職し、県内で5年間従事した者
負担区分 国9/10　県1/10

２２ ○ 安心こども基金積立金（保健福祉部　子育て支援課） ５８０，５４０

子育て支援対策臨時特例交付金を原資として基金を積み増し、保育サービス等の充実を図る。
基金名 愛媛県安心こども基金
積立金 子育て支援対策臨時特例交付金、基金利子
事業内容 保育所の整備等
設置期間 20～29年度

(580,812)
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２３ ◎ 児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業費（保健福祉部　子育て支援課）
７１，４２４

児童養護施設等の退所者に対する家賃相当額や生活費、入所児童等に対する資格取得
経費の貸付を行い、自立を促進するため、貸付事業実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
家賃貸付

対象者 就職や大学進学等による児童養護施設等の退所者、里親等への委託が
解除された者

貸付額 家賃相当額月額32,000円以内
返還免除 原則、5年間就業継続した者
実施期間 就職者は2年間、大学等進学者は正規の修学期間

生活費貸付
対象者 大学進学等による児童養護施設等の退所者、里親等への委託が解除

された者
貸付額 月額50,000円
返還免除 原則、5年間就業継続した者
実施期間 正規の修学期間

資格取得貸付
対象者 児童養護施設等の入所者、里親等へ委託されている児童
貸付額 250,000円以内
返還免除 原則、2年間就業継続した者

負担区分 国9/10　県1/10

２４ ○ 地域医療介護総合確保基金積立金（保健福祉部　医療対策課）
２，１０３，１１１

国の医療介護提供体制改革推進交付金等を原資として基金を積み増し、医療・介護分野の
課題解決を図る。

基金名 愛媛県地域医療介護総合確保基金
積立金 医療介護提供体制改革推進交付金、基金利子、一般財源
事業内容 病床の機能分化・連携、在宅医療・介護サービスの充実

医療従事者等の確保・養成
負担区分 国2/3　県1/3

２５ ◎ 庁内ＬＡＮネットワーク強靭化事業費（企画振興部　情報政策課）
３９９，２６２

29年7月からマイナンバー制度の情報連携が本格稼働することに備え、個人情報を多重防御
できるネットワークに再構築し、情報セキュリティ対策を強化する。

ネットワーク分離等事業
内容 ネットワークの用途別分離

マイナンバー利用事務系、LGWAN接続系、インターネット接続系
自治体情報セキュリティクラウド構築事業

内容 県・市町が共同でインターネットのぜい弱性に対する高度なセキュリティ
対策を実施

負担区分 国1/2　県1/2

(4,947,450)
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３　地方創生加速化交付金の活用 ７０４，８５８

２６ ◎ 地域経済分析システム普及促進事業費（企画振興部　総合政策課）
５，２２１

地域経済分析システム（RESAS）を活用して、「愛媛県版まち・ひと・しごと創生総合戦略」に
基づく施策や事業の効果的な展開を図る。

RESASを活用した地域経済循環の分析・報告
県内全域及び東・中・南予の地域経済を分析し、地域経済の強みを調査
分析結果の報告

RESASの普及促進
市町職員等を対象とした研修会（県庁・地方局　各1回）
大学等を対象とした出前講座（地方局・支局　各2回）

負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）

２７ ◎ 観光・地域交流づくり推進銭湯活用事業費（保健福祉部　薬務衛生課）
５，０００

地域に根付く銭湯の強みを生かし、観光・地域交流づくりを推進するため、県公衆浴場業
生活衛生同業組合がモデル的に行う地域活性化に向けた取組みを支援する。

実施主体 県公衆浴場業生活衛生同業組合
サイクリスト等誘客促進事業

対象経費 サイクルスタンド、コインロッカー、入浴セット券、入浴設備等の整備　など
補助率 県1/2以内（1事業者当たり上限315千円）

観光客等利用拡大事業
対象経費 銭湯の良さや地域の魅力をPRするイベント開催経費
補助率 県1/2以内（1事業者当たり上限100千円）

地域コミュニティ活性化事業
対象経費 地域の連帯感やふれあいを構築するイベント開催経費
補助率 県1/2以内（1事業者当たり上限85千円）

負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）

２８ ◎ ものづくり企業海外販路開拓強化事業費（経済労働部　産業政策課）
１３，１４７

県内ものづくり企業の海外販路開拓支援のため、トップセールスで訪問した国等を対象に現地
経済団体等との連携による実効性の高い商談会や商談後のフォローアップ等を実施する。

現地商談会
対象国 タイ、マレーシア、ミャンマー

商談後のフォローアップ、事例報告・意見交換会等
負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）

２９ ◎ 「すご味」・「すごモノ」データベース販路開拓支援事業費（経済労働部　産業政策課）
１０，９７１

「すご味」・「すごモノ」データベース掲載事業者と県外バイヤーのマッチングや主要な
展示会等への出展機会の提供を行い、更なる販路開拓・拡大を図る。

都市圏の百貨店等のバイヤーとの展示商談会の開催（大洲市）
ギフトショー等への出展

東京インターナショナル・ギフト・ショー（東京ビックサイト）
IFFTインテリアライフスタイルリビング（東京ビックサイト）

県・市町連携「すご味」・「すごモノ」ステップアップ交流会の開催（松山市）
参加者 「すご味」・「すごモノ」掲載事業者、市町担当者、アドバイザー

負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）
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３０ ◎ 欧州販路開拓・拡大事業費（経済労働部　産業政策課） ２１，０００

ヨーロッパ諸国の有望マーケットを積極的に開拓し、県産品の販路拡大を図る。
スイス、ドイツ、フランスへの販路開拓・拡大

試食・試飲商談会、レストランフェアの開催
イタリア・ミラノへの販路開拓・拡大

試食・試飲商談会、レストランフェアの開催
負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）

３１ ○ プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業費（経済労働部　経営支援課）
５５，２００

プロフェッショナル人材の活用を促進するプロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、県内
中小企業に対して新事業や販路開拓などの取組みを促し、経営革新を図る。

プロフェッショナル人材戦略拠点
運営体制

プロフェッショナル人材戦略マネージャー（1人）
統括サブマネージャー（1人）、サブマネージャー（4人）
アシスタント（1人）

業務
中小企業の個別訪問
金融機関や民間人材ビジネス事業者等を構成員とする協議会の開催
中小企業経営者を対象としたセミナーの開催　など

設置期間 27～31年度
負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）

３２ ◎ 愛顔あふれる商店街コンテスト実施事業費（経済労働部　経営支援課）
２，１６１

商店街の賑わいを回復し、活性化を図るため、県内の商店街や個店の魅力あふれる
取組みを表彰するコンテストを実施する。

コンテストの実施
商店街部門（大賞1件、優秀賞2件）

募集内容 商店街の賑わい創出に寄与する取組み
個店部門（大賞1件、優秀賞5件）

募集内容 店舗の魅力向上や買い物客にやさしい取組み
負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）

３３ ◎ 愛媛セルロースナノファイバー関連産業振興事業費（経済労働部　産業創出課）
２，５２４

セルロースナノファイバー（CNF）の取り組むべき方向を示す基本方針を策定するとともに、
中小企業の試作品開発を支援する。

キックオフセミナーの開催
場所 松山市
参加者 100人程度（県内企業、愛媛大学、国研究機関　など）

CNF振興基本方針の策定
総合アドバイザーの設置
方針検討会の開催（年3回）
部会別検討会の開催（各部会年3回程度）

産業分野別部会の試作品開発（複合材料、食品産業、繊維産業、紙産業）
負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）

(78,200)
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３４ ◎ 新観光周遊ルート創出事業費（経済労働部　観光物産課） ４，８９０

国内外からの観光客誘致と地域活性化を図るため、新たな観光周遊ルートの創出や旅行商品
造成等を促進する。

しまなみ・やまなみ連携事業
連携会議の設置

構成 愛媛県、広島県、島根県、各県商工会議所連合会、各県観光協会
3県（愛媛県、広島県、島根県）連携事業

内容 地域内観光の促進
関西圏での情報発信　など

4県（愛媛県、広島県、島根県、鳥取県）連携事業
内容 しまなみ海道～やまなみ街道～大山の広域サイクリングコースの情報発信

愛媛・大分連携事業
四国遍路と温泉アイランド九州を繋ぐ観光周遊サブルートのPR

負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）

３５ ◎ 県産農林水産物輸出促進事業費（農林水産部　ブランド戦略課） ６，９１４

自治体間で競争が激化している台湾、シンガポール、マレーシアにおいて販売促進活動を
支援し、県産農林水産物の販路拡大を図る。

事業主体 えひめ愛フード推進機構
事業内容

台湾へのかんきつ等県産品PR
百貨店、高級スーパー等でのPR販売

河内晩柑、メロン、露地温州みかん、中晩柑等（台中市）
ハウスみかん（台中市、台北市、高雄市）

自転車イベントを活用したかんきつPR
場所 日月潭（台湾中部）
内容 出発式、ゴール地点でのPR

シンガポール、マレーシアへのかんきつ等県産品PR
百貨店、高級スーパーでのPR販売

ハウスみかん、露地温州みかん、中晩柑
負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）

３６ ◎ 農林漁業魅力発信事業費（農林水産部　農産園芸課） ６，９２７

県内中学生を対象に出前講座や体験研修を実施し、農林漁業に対するイメージアップを図る。
出前講座

内容 「えひめ愛顔の農林水産人」等生産者による出前講座
場所 県内中学校15校（地方局・支局各3校）

体験研修
内容 中学生の生産現場体験
場所 県内中学校15校（地方局・支局各3校）

イメージアップ検討会（2回）
構成 関係機関、組織リーダー、農業指導士　など

負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）
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３７ ◎ 農林漁業就業体験支援事業費（農林水産部　農産園芸課） ３，５２４

都市部からの就業希望者の誘引を図るため、本県の農林漁業を体験する機会を提供する。
まるごと愛媛農林漁業体感ツアーの開催

委託先 えひめ農林漁業振興機構
対象者 本県での就業を希望する者
内容 新規就業者コース、女性就業者コース、法人就業コース

各コース10人（1泊2日）
市町連携会議

内容 受入体制の検討　など
負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）

３８ ○ 愛媛甘とろ豚生産拡大支援事業費（農林水産部　畜産課） ４，７８３

愛媛甘とろ豚の生産拡大を図るため、首都圏を中心とした県外での販路開拓に取り組む
とともに、新たに生産に取り組む農家を支援する。

首都圏等販売促進事業
甘とろ豚フェアの開催

場所 首都圏の量販店等
生産強化支援事業

事業主体 県配合飼料価格安定基金協会
補助対象 繁殖母豚の導入経費
補助率 県1/2（上限7万円/頭）

負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）

３９ ◎ 酪農生産基盤強化対策事業費（農林水産部　畜産課） １７，７６０

酪農生産基盤の維持強化を図るため、優良な乳用牛の導入等を支援する。
高能力牛群整備事業

事業主体 県酪農業協同組合連合会
補助対象 乳用後継牛育成に係る経費（育成牧場への預託料）
補助率 県1/4（上限24万円/頭）

優良雌牛導入対策事業
事業主体 県酪農業協同組合連合会
補助対象 県外からの優良雌牛導入に係る輸送等経費
補助率 県1/2（上限6万円/頭）

負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）

４０ ◎ 県産水産物販売促進事業費（農林水産部　漁政課） ５，３９７

愛育フィッシュをはじめとする県産水産物の販路拡大を図るため、首都圏・関西圏で
フェアを開催し、PR活動を展開する。

愛媛水産フェアの開催
場所 首都圏及び関西圏の百貨店、量販店

負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）
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４１ ○ 愛媛マルゴト自転車道整備事業費（土木部　道路維持課） ４７６，７４８

サイクリングによる地域振興を図るため、自転車利用者・歩行者の安全対策及び利便性向上
のための整備を行う。

中・上級者向けコース（8コース）
コース名

別子・翠波はな輪道
石鎚山岳輪道
今治・西条ゆうゆう輪道
内子・中伊予さとやま輪道
奥伊予・肱川清流街道
宇和海しおさいオレンジ輪道
宇和島・四万十だんだん街道
愛南さんさん輪道

整備内容
ブルーライン連続設置、駐輪施設、コース案内板　など

ファミリー向けコース（6コース）
コース名

別子鉱山鉄道下部鉄道跡サイクリングコース
生名島、佐島、弓削島3島めぐりコース（岩城島）
久万高原里山サイクリングコース
砥部焼の里めぐりコース
五十崎まちなみコース
八幡浜保内まちなか散策コース

整備内容
ブルーライン1㎞ピッチ、コース案内板、勾配標識　など

負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）

４２ ◎ とべ動物園魅力発信加速事業費（土木部　都市整備課） ５６，７９１

キャラバン隊によるPRやZOOバスの購入を行い、とべ動物園に県内外の観光客を呼び込む。
キャラバン隊による動物園のPR（休日に実施）

内容 中四国の集客施設におけるPRイベント
松山市内集客地からの無料送迎（平日に実施）

内容 動物のデコレーションを施したZOOバス（2台）による道後温泉や
松山城ロープウェー街等からの観光客の無料送迎

負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）

４３ ◎ えひめ国体競技別リハーサル大会おもてなし事業費補助金
（えひめ国体推進局　国体総務企画課）５，９００

競技別リハーサル大会に併せて市町が実施するおもてなし事業に対して補助することにより、
本県の観光PRや県産品の販路拡大を図る。

事業主体 市町
補助対象 選手や監督等に対する飲食物の提供、応援・歓迎グッズの購入に要する経費
補助率 県1/3以内（「すご味」「すごモノ」データベース掲載品を購入する場合1/6加算、

上限10万円）
負担区分 国10/10
（地方創生加速化交付金を充当）

(1,510,821)
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４　農林水産業の振興 １，１４４，８９６

４４ 土地改良費（農林水産部　農地整備課） ５３３，８４７

かんがい排水事業費 172,830千円
高野地地区（八幡浜市）幹線水路　など　4か所

（国50/100・55/100　他25/100・20/100　県25/100）
担い手育成基盤整備事業費 361,017千円

蔵井地区（西条市）区画整理　など　7か所
（国50～55/100　他22.5～17.5/100　県27.5/100・25/100）

４５ ○ 造林費（農林水産部　森林整備課） ５７５，６８０

造林間伐促進費
1,437hａ

負担区分 国30/100　県10/100

４６ 鳥獣害防止対策事業費（農林水産部　農産園芸課） ３５，３６９

深刻化する野生鳥獣による農作物被害の軽減を図るため、有害鳥獣の捕獲を促進する。
事業主体 市町
実施主体 市町協議会
事業内容 有害鳥獣捕獲活動
補助率 国10/10

(314,633)

(5,415,383)

(1,196,322)
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